
資料５－３

尾道糸崎港機織地区国際物流ターミナル整備事業



 

港湾事業の再評価項目調書 
 

 事 業 名 （箇 所 名 ）  国際物流ターミナル整備事業（尾道糸崎港 機織地区） 

 実 施 箇 所  広島県福山市 

 該 当 基 準 社会、経済情勢の急激な変化、技術革新等により再評価の実施の必要が生じた事業 

 主 な 事 業 の 諸 元 係船杭(水深12m)(分離堤)、航路(水深12m)(暫定水深10m)、泊地(水深12m)(暫定水深10m)、
泊地(水深10m) 

 事 業 期 間   事業採択  平成6年度  完了  令和5年度 

 総 事 業 費 ( 億 円 )  182  残 事 業 費 ( 億 円 ) 22 

 目 的 ・ 必 要 性 船舶の大型化による海上輸送の効率化を図ることにより物流コストを削減するとともに、周
辺海域の環境改善を図る。 

 便 益 の 主 な 根 拠 船舶の大型化等による海上輸送コストの削減 
（令和6年予測取扱貨物量：29.4万トン/年） 

 事 業 全 体 の 
 
 投 資 効 率 性 

 基準年度  令和元年度 

 B：総便益(億円) 374  Ｃ：総費用(億円) 335  全体Ｂ／Ｃ     1.1 

 B－Ｃ  39  ＥＩＲＲ(%) 4.7  

 残事業の投資効率性  B：総便益(億円) 148  Ｃ：総費用(億円) 20  継続Ｂ／Ｃ     7.5 

 感 度 分 析                     事業全体のＢ／Ｃ    残事業のＢ／Ｃ 
 需   要（-10％～+10％）     （1.0～1.2）        （6.8～8.3） 
 建 設 費（+10％～-10％）     （1.1～1.1）        （6.8～8.4） 
建設期間（+10％～-10％）     （1.1～1.1）        （7.5～7.5） 

 事 業 の 効 果 等  当該事業を実施することにより、物流コストが削減されることで利用企業の競争力が向上し
地域経済に貢献するとともに、周辺海域の環境改善に寄与する。 

 社会情勢等の変化 ・平成30年 背後地域（福山市）の梱包用材製造企業が新工場を設立 

・平成31年 背後地域(福山市)の木材関連企業が米材製材事業から撤退 

 主な事業の進捗状況  総事業費182億円、既投資額160億円。令和元年度末現在 事業進捗率88％ 

 事業の進捗の見込み 令和5年度完成予定。 

 コスト縮減や代替案 
 立 案 等 の 可 能 性 

特になし 

 対 応 方 針 （原 案 ） 継続 

 対 応 方 針 理 由 充分な投資効果が見込まれると判断でき、港湾管理者からも早期完了を要望されている
ため。 

 そ の 他 （その他の指標による効果） 
・木材関連企業の主要材料である原木貨物の物流効率化が図られ、地域産業の安定・発
展が期待される。 

・本事業の浚渫土砂を有効利用し、新たに干潟を創出することにより、水質・底質の改善に
貢献するとともにアサリ等の漁業資源の増加が期待される。 

・貨物の海上輸送の効率化により、排出ガス(CO2、NOx)の低減が図られる。 
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令和元年１０月

国土交通省 中国地方整備局

「事業再評価」
尾道糸崎港機織地区国際物流ターミナル整備事業
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尾道糸崎港機織地区
国際物流ターミナル整備事業１．今後の対応方針（原案）

（１）再評価の視点

① 事業の必要性等の視点

１）事業を巡る社会経済情勢等の変化

◇平成30年6月 梱包用材製造企業が背後地に新工場を建設

◇平成31年1月 係船杭（水深12m）を利用していた米材取扱企業が製材業から撤退

２）事業の投資効果

費用便益比（Ｂ／Ｃ） ＝ 1.1（事業全体） 7.5（残事業）

３）事業の進捗状況

◇総事業費 ： 182億円（既投資額：160億円）

◇残事業費 ： 22億円

◇事業進捗率 ： 88％（令和元年度末）

②事業の進捗の見込み

◇2023年度〈令和5年度〉完了予定

（２）港湾管理者への意見照会結果

異存はありません。
機織地区は、木材の輸入拠点としての全国的な地位を確立していますが、現状の水深では、近年における大型の

木材運搬船に対応できておらず、海上輸送コストの削減や効率的な荷役が困難な状況が続いています。
このため、輸送機能の一層の強化を図り、地域産業の競争力強化を早期に図る必要があるため、泊地（水深10m）

の確実な整備を進めていただくとともに、引き続き、更なる事業費の精査を行いながら、最大限のコスト縮減に努め
ていただきたい。

また、航路（水深12m）及び泊地（水深12m）の暫定水深への見直しについては、現状を踏まえるとやむを得ないと
考えますが、今後水深12mを必要とする大型船の利用が見込まれた場合は、整備を再開していただきたい。

【今後の対応方針（原案）】

◇係船杭（水深12m）に関連する事業を見直すことで事業の投資効果が見込まれると判断できることから継続が妥当。

◇なお、係船杭（水深12m）の利用に関しては、引き続き検討していく。
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尾道糸崎港機織地区
国際物流ターミナル整備事業２．再評価の重点化・効率化判定票

項 目
判 定

判断根拠 チェック欄

事業を巡る社会経済情勢等の変化

事業の効果や必要性、周辺環境に変化がない
梱包用材製造企業が背後地に新工場を建設
係船杭（水深12m）を利用していた米材取扱企業が製材業から撤退

変化なし
□

変化あり
■

前回評価からの事業費・事業期間の増加 増加なし
10％以内

増加
10％超え

事業費の増加 全体事業費：198億円（2016〈H28〉評価時） → 182億円（今回評価時） 8％減少 ■ □ □

事業期間の増加
1994〈平成6年〉～2020〈令和2年〉（27年：2016〈H28〉評価時） → 1994〈平成6年〉～
2023〈令和5年〉（30年：今回評価時） 11％増加

□ □ ■

前回評価からの費用対効果分析に関する影響要因の変化等

費用便益分析マニュアルに変更がない なし
変更なし

■
変更あり

□

需要量の変化（需要量等の減少が10％以内） 654千トン／年（2016〈H28〉評価時） → 294千トン／年（今回評価時） 55％減少
10％以下

□
10％超え

■

下記のうち、一方もしくは両方を満たしている
・事業費に対して費用対効果分析に要する費用

が大きい
・前回評価時の感度分析における下位ケース値

が基準値を上回っている

直近3カ年の事業費の平均に対する分析費用 1.1％ > 基準値（1.0％）
前回評価時の感度分析下位ケース 1.3 ≧ 基準値（1.0）

満足している
■

満足していない
□

前回評価で費用対効果分析を省略していない
省略していない

□
省略している

■

その他の事由（重点的な評価が必要な特別な事由） 特になし －

判定案：事業進捗等に大きな変更がある事業
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尾道糸崎港機織地区
国際物流ターミナル整備事業３．事業位置図

松永湾

事業箇所

N
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尾道糸崎港機織地区
国際物流ターミナル整備事業

○尾道糸崎港は、瀬戸内海のほぼ中央に位置し、古くから瀬戸内海交通の拠点として、また、本州と四国及び周
辺の島々とを結ぶ海上交通の要衝として発展してきた。

【機織地区】
・国内有数の原木輸入拠点

【尾道地区】
・島しょ部との生活航路の拠点
・みなとオアシスをはじめとした観光振興拠点

【糸崎地区】
・公共資材などのバルク貨物取扱拠点
・クルーズ客船の受入も実施

【内港地区】
・島しょ部との生活航路拠点
・みなとオアシスをはじめとした観光

振興拠点

【有井地区・新冨浜地区・兼吉地区】（向島）
・造船関連産業の集積地区

三原港湾ビル
糸崎岸壁（ぱしふぃっくびいなす着岸状況）

向島ドッグ(株)JFE商事造船加工(株)

【貝野地区】
・三菱重工業（和田沖工場）が立地
・H26.10に鉄道輸出戦略を担う日本初の総合交通システム

検証施設（MIHARA試験センター）が運営開始

４．尾道糸崎港の概要
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尾道糸崎港機織地区
国際物流ターミナル整備事業

水
41%

フェリー
32%

鋼材
12%

化学薬品
4%

木材チップ
4% その他

7%

移出
63万トン

尾道糸崎港取扱貨物量の推移（H30速報）

出典：港湾統計より国土交通省港湾局作成

尾道糸崎港取扱貨物の品目内訳（H30速報）

出典：港湾統計より国土交通省港湾局作成

５．尾道糸崎港の利用状況

687 661 709 655 628 625 

868 914 865 
824 837 828 

0.2 0.5 1.2 
0.7 5.8 3.1 

628 661 548 
607 534 

411 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

H25 H26 H27 H28 H29 H30（速報）

移出 移入 輸出 輸入

千トン

鋼材
26%

フェリー
24%

とうもろ

こし
18%

セメント
16%

砂利・砂
5%

その他
11%

移入
83万トン

その他

輸送機

械
50%

鉄道車両
48%

その他製造工業品
2%

輸出
0.3万トン

原木
93%

その他

石油製

品
5%

鋼材
1%製材

1%

米
0.5%

事務用

機器
0.1%

輸入
41万トン

○尾道糸崎港の取扱貨物量は約2,000千トン程度で推移
○背後圏には木材関連企業が集積しており、輸入の93％を原木が占める
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尾道糸崎港機織地区
国際物流ターミナル整備事業６．事業概要

○尾道糸崎港における、大型原木輸送船への対応及び原木の二次輸送距離の短縮による物流効率化のた
め、水域施設、係留施設、分離堤等を整備する。
①米材は、製材工場の近隣に大型原木輸送船が安全に係留・荷下ろし可能な施設がないため、沖合で水面

投下し、筏組みの後、港内の水面貯木場へ二次輸送しており、係船杭（水深12m）、航路（水深12m）、分離
堤等の整備を図る。

②ニュージーランド（NZ）材は、岸壁（水深10m）に至る航路及び泊地の水深が7.5mしかなく、大型化する原木
輸送船に対応できていないため、航路及び泊地を増深を図る。

岸壁(水深10m)

水面投下
（沖合）

筏組

筏曳航

課題

機織地区

事業概要

①米材 ：大型原木輸送船が安全に係留・荷下ろし可能な施設がないため、沖合で水面
投下し、筏組みの後、港内の水面貯木場へ二次輸送している。

②NZ材：岸壁（水深10m）に至る航路及び泊地の水深が7.5mしかなく、大型化する原木
輸送船に対応できてないきない。

水深10m

水深12m

機織地区

係船杭(水深12m)

岸壁（水深10m）泊地
(水深10m)

航路
(水深12m)

泊地
(水深12m)

木材整理場
(水深2m)

貯木場

分離堤

泊地(水深2m)

分離堤

泊地
(水深7.5m)

航路
(水深7.5m)

①米材 ：製材工場近隣に係船杭（水深12m）等が整備され、大型原木輸送船(38,000DWT
級)の係留・荷下ろしが可能となり、輸送効率化が図られる。

②NZ材：岸壁に至る航路及び泊地が増深（水深10m）され、原木輸送船(34,000DWT級)の
入港が可能となり、輸送効率化が図られる。

施設名 事業費

係船杭(水深12m) 24億円

航路及び泊地(水深12m) 96億円

泊地(水深10m) 25億円

分離堤 28億円

泊地(水深2m) 3億円

木材整理場(水深2m) 18億円

貯木場〔起債事業〕 5億円

合計 198億円

水面貯木場

水面貯木場

NZ材

米材

NZ材

米材 ※端数処理のため、各項目の金額の
和は必ずしも合計とはならない。

製材工場
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尾道糸崎港機織地区
国際物流ターミナル整備事業７．暫定供用（H20～）

○平成20年に係船杭（水深12m）、分離堤等が完成し、係船杭（水深12m）に至る航路及び泊地の水深が10mで
あるものの、暫定供用が開始された。これにより、係船杭（水深12m）を利用した米材の大型原木輸送船によ
る効率的な輸送が開始された。

○一方、NZ材を扱っている岸壁（水深10m）に至る泊地の増深は未整備であるため、NZ材の大型原木輸送船
による効率的な輸送には対応できていない。

○係船杭（水深12m）、分離堤、航路及び泊地（水深7.5m→10m）が整備され、水深10mで入港可能
な米材の大型原木輸送船の利用が可能となった。

暫定供用（H20～）

水深10m

水深12m

機織地区

係船杭(水深12m)

岸壁（水深10m）

航路
(暫定水深10m)

泊地
(暫定水深10m)

泊地
(水深7.5m)

分離堤

泊地(水深2m)

分離堤

筏曳航

木材整理場
(水深2m) 係船杭（水深12m）での荷役状況

施設名 投資額※ 事業期間

係船杭(水深12m) 24億円 H7～H19

航路及び泊地(水深12m)(暫定水深10m) 36億円 H8～H19

分離堤 28億円 H6～H13

泊地(水深2m) 3億円 H7～H14

木材整理場(水深2m) 18億円 H7～H18

合計 108億円

※投資額は暫定供用の整備金額。
※端数処理のため、各項目の金額の和は必ずしも合計とは限らない。

係船杭（水深12m） 分離堤
水面貯木場

米材

③
②

①

① ③

④ ④

②
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尾道糸崎港機織地区
国際物流ターミナル整備事業

208 190 185 194 194 194 194 194 

366 

333 

199 

0

100

200

300

400

500

600

H28 H29 H30 将来

NZ材 米材

８．事業を巡る社会経済情勢の変化

利用企業の撤退に伴う取扱貨物量の減少

○米材を取り扱っていた企業がH31.1に撤退したため、尾道糸崎港の原木輸入量が減少。

原木輸入量
（千トン）

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

米材取扱企業の撤退に伴
い原木の輸入量が減少

（速報値）

H20～H30まで係船杭（水深12m）が
利用され、米材の輸送効率化に対応

※港湾統計より中国地方整備局作成
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尾道糸崎港機織地区
国際物流ターミナル整備事業９．事業内容の見直し

利用企業の撤退に伴う事業内容の見直し

○係船杭（水深12m）は、平成20年より暫定水深10mで供用しているが、米材取扱企業の撤退により、当面、水
深12m及び貯木場に関する需要が見込めなくなったため、航路及び泊地の水深を12mから10mへ見直すとと
もに貯木場の整備を見直す。

○泊地（水深10m）は、今後もNZ材の取り扱いで利用されるため、大型原木輸送船に対応するための整備を継
続する。

当初の整備イメージ 見直し後の整備イメージ

水深10m

水深12m

機織地区

係船杭(水深12m)

岸壁（水深10m）泊地
(水深10m)

航路
(水深12m)

泊地
(水深12m)

木材整理場
(水深2m)

貯木場

分離堤

泊地(水深2m)

分離堤

水深10m

水深12m

機織地区

係船杭(水深12m)

岸壁（水深10m）泊地
(水深10m)

航路
(暫定水深10m)

泊地
(暫定水深10m)

木材整理場
(水深2m)

分離堤

泊地(水深2m)

分離堤

総事業費
198億円

総事業費
182億円

係船杭(水深12m)

航路及び泊地(水深12m)

泊地(水深10m)

分離堤

泊地(水深2m)

木材整理場(水深2m)

貯木場〔起債事業〕

係船杭(水深12m)

航路及び泊地(暫定水深10m) 見直し

泊地(水深10m)

分離堤

泊地(水深2m)

木材整理場(水深2m)

貯木場〔起債事業〕 見直し
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尾道糸崎港機織地区
国際物流ターミナル整備事業１０．残事業の内容

○ニュージーランド（NZ）材は、取扱企業が新しい倉庫や機械等の設備投資を行っており、今後も継続して取り
扱われるため、大型原木輸送船による輸送効率化が望まれているため、引き続き、泊地（水深10m）の整備
を継続する。

○係船杭（水深12m）の利用に関しては、引き続き検討していく。
○土砂処分場の検討により、事業期間を3年延伸する。

水深12mを必要とする大型船の利用が見込まれた場合は、航路及び泊地（水深12m）等の整備を再開。

係船杭（水深12m）

分離堤

泊地(水深2m) 
分離堤

航路
(暫定水深10m)

泊地
(暫定水深10m)

木材整理場(水深2m) 

泊地(水深10m) 

事業内容見直し

既設岸壁
（水深10m）

残事業箇所

整備済み箇所

施設 既投資額
残事業費

見直し内容
見直し前 見直し後

航路及び泊地 88億円 33億円 22億円 水深12m → 暫定水深10m

貯木場〔起債事業〕 0億円 5億円 0億円 休止

事業費の見直し・・・16億円の減少

事業期間の見直し・・・3年間の延伸

　当初

　変更

凡　　例

事業内容の見直しに伴う残事業の内容

施設名

泊地（水深10m）

土砂処分場

2023年度
〈R5〉

2017年度
〈H29〉

2021年度
〈R3〉

2022年度
〈R4〉

2018年度
〈H30〉

2019年度
〈R1〉

2020年度
〈R2〉

築造 築造

築造（試験工事含む）

検討期間

-12-



尾道糸崎港機織地区
国際物流ターミナル整備事業１１．事業期間の見直し

1年

土砂処分場の検討

○当初土砂処分場の構造においては、堤体の沈下対策として地盤改良（SCP）を伴う構造を予定していた。
○地盤改良（SCP）施工時の振動や騒音が懸念されたため、施工時の振動に配慮した構造断面を検討。
○荷重の軽減（材料の軽量化（リサイクル材）、荷重の分散化）により地盤改良を必要としない断面を検討。
○上記検討期間より、事業期間を3年延伸。

試設計により断面案抽出

数値解析及び室内模型実験による安定性確認

模型実験に対するシミュレーション

断面の確定

1年

施工時の振動に配慮した構造の検討

1年

土砂処分場

事業箇所

出典：国土地理院地図

位置図

潜堤築造工事
（現地試験工事含む）

2年

当初想定していた潜堤構造

新たに検討している潜堤構造（イメージ）

検
討
期
間
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13

尾道糸崎港機織地区
国際物流ターミナル整備事業１２．事業の効果①

○係船杭（水深12m）において、暫定水深10mの暫定供用に伴い、31,000～35,000DWT級の米材原木輸送船が入港可能となった。
○年間4.7億円～23.5億円の海上輸送コスト削減。（H20～H30における、各年の入港実績に基づき算出）

輸送コスト削減便益（船舶の大型化等によるコスト削減）

without時
【沖合泊地を利用】

with時
【係船杭（水深12m）暫定水深10m】

対象船型：26,000DWT

尾道糸崎港(沖合泊地）

仕出港

対象船型：31,000～35,000DWT

尾道糸崎港(水深12m）
暫定水深10m

仕出港

便益発生期間
H20～H30

船舶大型化による
海上輸送の効率化

○米材輸送の効率化

輸送コスト削減便益（非効率な二次輸送の解消）

荷役形態変更による
二次輸送の効率化

筏組み係船杭(水深12m)

貯木場

係船杭からの
近距離二次輸送

貯木場

沖合泊地からの
長距離二次輸送筏組み

沖合泊地

without時
【沖合泊地を利用】

with時
【係船杭（水深12m）暫定水深10m】

便益発生期間
H20～H30

○荷役形態の変更（沖合泊地→係船杭（水深12m） ）により、貯木場への二次輸送距離が短縮された。
○年間0.3億円～0.9億円の二次輸送コスト削減。（H20～H30における、各年の入港実績に基づき算出）

12
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14

尾道糸崎港機織地区
国際物流ターミナル整備事業

船舶大型化による
海上輸送の効率化

対象船型：3,400DWT

尾道糸崎港(水深10m）

仕出港
対象船型：26,000DWT

尾道糸崎港(水深7.5m）

仕出港

without時
【水深7.5m】

with時
【水深10m】

１２．事業の効果②

便益発生期間
R6～R25

○NZ材輸送の効率化

輸送コスト削減便益（船舶の大型化等によるコスト削減）

○泊地（水深10m）の整備に伴い、34,000DWT級のNZ材原木輸送船が入港可能となる。
○年間9.9億円の海上輸送コスト削減。

13

without時
【水深7.5m】

○その他貨物の効率化

輸送コスト削減便益（船舶の大型化等によるコスト削減）

○泊地（水深10m）の整備に伴い、バイオマス燃料（PKS）の輸送において、15,000DWT級の輸送船が入港可能となる。
○年間2.9億円の海上輸送コスト削減。

with時
【水深10m】

対象船型：15,000DWT

尾道糸崎港(水深10m）

仕出港

対象船型：6,000DWT

尾道糸崎港(水深7.5m）

仕出港

船舶大型化による
海上輸送の効率化

便益発生期間
R6～R25
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尾道糸崎港機織地区
国際物流ターミナル整備事業

①地域産業の安定・発展

尾道糸崎港機織地区の背後圏には、多くの木材関連企業が
立地しており、地域経済を支える主要産業となっている。

本プロジェクトの実施により、木材関連企業の主要材料である
原木貨物の物流効率化が図られ、地域産業の安定・発展が期
待される。

海老地区の人工干潟の例

③環境負荷の軽減

本プロジェクトの実施により、貨物の海上輸送の効率化が図
られ、CO2排出量が約55％削減され、NOx排出量が約53％削減
される。

②人工干潟創出効果

本プロジェクトの浚渫土砂を有効利用し、新たに干潟が創出
することにより、水質・底質の改善に貢献すると共に、アサリ等
の漁業資源の増加が期待される。

人工干潟で繁殖したアマモ 人工干潟でのアサリ生産状況

１３．貨幣換算しない定性的・定量的効果
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尾道糸崎港機織地区
国際物流ターミナル整備事業１４．投資効果とその他の効果

■費用対効果分析結果

※端数処理のため、各項目の金額の和は必ずしも合計とはならない。
※本表中の額は、2019年度〈令和元年度〉を基準年とし現在価値化した後のものである。

内容 事業全体 残事業

総便益(B) 374億円 148億円

海上輸送コスト削減便益 373億円 148億円

その他便益 1億円 0億円

総費用(C) 335億円 20億円

事業費 331億円 18億円

管理運営費 4億円 2億円

費用便益比(B/C) 1.1 7.5

■感度分析結果（Ｂ／Ｃによる分析）

要 因
事業全体 残事業

－10% +10% －10% +10%

需要量 1.0 1.2 6.8 8.3
事業費 1.1 1.1 8.4 6.8

事業期間 1.1 1.1 7.5 7.5
-17-



尾道糸崎港機織地区
国際物流ターミナル整備事業１５．前回評価時との比較

項 目
前回評価

（2016〈H28〉再評価）

今回評価

（2019〈R1〉再評価）
備 考

構成施設

係船杭（水深12m）（分離堤）

泊地（水深12m）

航路（水深12m）

泊地（水深2m）

泊地（分離堤）

貯木場（水深1m）

泊地（水深10m）等

係船杭（水深12m）（分離堤）

泊地（水深12m）（暫定水深10m）

航路（水深12m）（暫定水深10m）

泊地（水深2m）

泊地（分離堤）

貯木場（水深1m）休止

泊地（水深10m）等

事業内容の見直し

事業期間
1994年度〈平成6年度〉～

2020年度〈令和2年度〉

1994年度〈平成6年度〉～

2023年度〈令和5年度〉
事業期間の見直し

総事業費 198億円 182億円 事業費の見直し

総費用（C） 263億円※ 335億円

総事業費の見直し

現在価値化の基準年変更

（2013〈H25〉→2019〈R1〉）

総便益（B） 394億円※ 374億円

取扱貨物量の見直し

現在価値化の基準年変更

（2013〈H25〉→2019〈R1〉）

費用便益比
（B/C）

1.5※ 1.1

※前回評価時（2016〈H28〉）は、事業進捗等に大きな変更がなく、費用対効果分析を実施していないため、H25評価時の値を記載。
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尾道糸崎港機織地区国際物流ターミナル整備事業

〔広島県への意見照会と回答〕
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